
後見人

（司法書士など）
被後見人

成年後見制度は、判断能力が不十分なために、財産侵害を受けたり、人間とし

ての尊厳が損なわれたりすることがないように、法律面や生活面で支援する身近

な仕組みです。

成年後見制度

認知症や知的障害のある方など、判断能力が不十分な方々を支援する

制度。介護・福祉サービスの契約、銀行との取引、各種費用の支払い、

年金の受給など、様々な手続や財産管理などがサポートされます。

1.任意後見制度

自分で後見人と 将
来の契約を結ぶ

2.法定後見制度

家庭裁判所が
後見人などを選ぶ

1.任意後見制度

任意後見制度とは…

判断能力が不十分となる前に、誰にどんなことを支援してもらうのかあらか
じめ自分で決めておくことができる制度です。

判断能力が不十分な方

支援を受けなければ、契

約な どの意 味・内 容を

理 解 し、判断する

ことが難しい

場合がある。

判断能力が

著しく不十分な方

支援を受けなければ、

契約な ど の意 味 ・ 内容
を 理 解 し、判断

することが

できない。

ほとんど判断できない方

支援を受けても、契約な

どの 意味・ 内容を 自ら

理 解 し、判断す

ることが

できない。

2.法定後見制度

法定後見制度とは…

すでに判断能力が不十分な場合に、家庭裁判所が成年後見人などを選ぶ制度

です。後見人はご本人の代わりに法律行為などの支援を行います。

ご本人の判断能力に応じて次の3つの制度が用意されています。

補 助 保 佐 後 見

成 年 後 見 制 度 っ て ど ん な 制 度 ？

信
頼
関
係



民事信託

生きているうちでも、認知症などでご自身の判断能力が十分でなくなった

とき、周りのご家族は、住まいなどの財産の扱いなどに困ってしまうことが

起こりえます。このようなときに備えるためには、成年後見制度のほかに、

民事信託の制度があります。

民事信託は、元気なうちに自宅などの財産を、「信頼できる人」に「信じ

て託す（信託する）」ことです。

委託者と受託者が自宅などの財産の管理・処分に関する事務について契約

を結ぶことで、受託者は自宅を賃貸・売買することも可能です。

信託契約は、財産管理の期間を本人の死亡後も含めて設定できるなど内容

の自由度が高い反面、受託者等の選定や契約条項につき専門的な判断を要し

ます。

ご相談は、お近くの司法書士にご連絡ください。

MEMO 

監督
同意
解任

委託者 受託者

受益者 信託監督人

報告

信託契約

管理・処分権限

財産給付・分配
＜受益権＞


